
178. 3 163. 7 88. 0 77. 3    平均値 224. 0

  12. 7 10. 3

平均値      平均値  

  当該値 13. 4 12. 6 11. 8当該値      

2. 資産等の状況

⑦敷地の地価( 千円)
全体総括
収益等の状況については基本的に高い収益性がある と 思
われる こ と や利用状況についても 稼働率が高いこ と など
から 、 当施設については基本的に良好な経営状態である
と 考えら れま す。
今後は、 増大し ていく 可能性がある 設備投資費について
注意し 、 独立採算を維持でき る よ う な経営に努めていく
必要があり ま す。

34, 359

⑧設備投資見込額( 千円)

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 R03R03

5, 000

H29 H30 R01 R02

当該値  

平均値 33, 330 18, 961 16, 100 4, 836 37, 213平均値 12. 6 8. 9 2. 2 △81. 0 △25. 1平均値 123 103 54 654 2, 466

31. 3 27. 9 38. 2

R02 R03 H29 H30 R01

38, 132 33, 231 38, 590 51, 55445. 9 当該値 62, 438当該値 0 0 0 0 0 当該値 50. 6

R01

⑥有形固定資産減価償却率については、 当施設について
は地方公営企業法非適用事業である ため指標は算出さ れ
ま せん。
⑧設備投資見込額については、 当施設の建設後年数が30
年以上経過し ている こ と 、 各設備について設備一式の入
替を伴う 修繕が近年増えている こ と などから 、 今後増加
し ていく こ と が予想さ れ、 収益性を損なう こ と のないよ
う に投資の平準化を進めていく こ と が必要です。
⑨累積欠損金比率については、 当施設については地方公
営企業法非適用事業である ため指標は算出さ れま せん。
⑩企業債残高対料金収入比率については、 現在の数値と
し ては低く 、 経営を圧迫する よ う なも のではあり ま せ
ん。 債務は少ないほう が健全ではあり ま すが、 今後大規
模な設備投資が必要と なった場合には、 経営の負担と な
ら ない範囲で企業債を有効に活用し 、 費用の平準化に努
める こ と が必要と 考えら れま す。

3.  利用の状況について
⑪稼働率については、 当施設については類似施設平均値
を大き く 上回っており 、 施設に対し ての需要が十分にあ
る と 考えら れま す。 ①収益的収支比率の値が、 こ れま で
１ ０ ０ ％を大き く 超えて推移し てき ている こ と から 、 健
全な運営ができ ている と 判断でき ま す。 今後も 健全経営
を続けていく ため、 数値について注視し ていく 必要があ
り ま す。

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30

平均値 186. 8 184. 2 184. 2 153. 8 163. 5平均値 15. 8 11. 2 6. 5 10. 1 8. 6

R02 R03

平均値 121. 3 123. 6 121. 8 111. 3 158. 8

0. 0 0. 0 0. 0

R02 R03 H29 H30 R01

394. 7 355. 8 386. 1 2.  資産等の状況について当該値 394. 2 386. 1当該値 203. 0 145. 2 138. 1 160. 7 183. 4 当該値 0. 0 0. 0

無 【 】 令和3年度全国平均

分析欄

1. 収益等の状況 3. 利用の状況 1.  収益等の状況について
①収益的収支比率については、 １ ０ ０ ％を超えており 、
健全性は十分に確保さ れている と 考えら れま すので、 引
き 続き 費用の削減等に取り 組み、 経営改善を図っていき
ま す。
②他会計補助金比率、 ③駐車台数一台当たり の他会計補
助金額については、 当施設については他会計補助金を繰
り 入れていないため０ と なり 、 地方公営企業の原則であ
る 独立採算によ る 運営を果たし ていま す。
④売上高Ｇ Ｏ Ｐ 比率と は、 営業収益に対する 営業総利益
（ 粗利益） の割合であり 、 施設の営業に関する 収益性を
表す指標ですが、 当施設については類似施設平均を大幅
に上回り 、 施設の営業に関する 収益性は高いと 判断でき
ま す。
⑤Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ （ 減価償却前営業利益） と は、 純利益か
ら 減価償却費（ 設備投資によ る ブレ ） などの影響を排除
し た指標であり 、 当施設については類似施設平均を上
回っており 、 本業の収益性は高いと 判断でき ま す。H29 H30

該当数値なし 都市計画駐車場 附置義務駐車施設 地下式 32 208 260

R03R02 R03 H29 H30 R01 R02R01

当該施設値（ 当該値）

自己資本構成比率( ％) 種類 構造 建設後の経過年数( 年) 収容台数( 台) 一時間当たり の基本料金( 円) 指定管理者制度の導入 － 類似施設平均値（ 平均値）

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ ２ Ｂ １ 非設置 商業施設 無 8, 790 ■

経営比較分析表（ 令和3年度決算）
埼玉県川越市　 川越駅東口公共地下駐車場（ 第一勘定）

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積( ㎡) グラ フ 凡例
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①収益的収支比率( ％)
【 236. 1】
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⑩企業債残高対料金収入比率( ％)
【 99. 8】
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⑨累積欠損金比率( ％)
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⑥有形固定資産減価償却率( ％)
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②他会計補助金比率( ％)
【 5. 2】
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③駐車台数一台当たり の他会計補助金額( 円)
【 3, 111】
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⑪稼働率( ％)
【 178. 5】
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④売上高Ｇ Ｏ Ｐ 比率( ％)
【 0. 8】
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⑤Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ ( 千円)
【 10, 906】

該当数値なし 該当数値なし


